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【説明概要】
技術的能⼒審査基準1.5（最終ヒートシンクへ熱を輸送するための⼿順等）及び設置許可基準規則
第四⼗⼋条（最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備）の要求事項に対応するために整備する対
応⼿段及び重⼤事故等対処設備について，次ページ以降に⽰す。
概要は，以下の通り。
泊３号炉において，最終ヒートシンクへ熱を輸送するために整備する対応⼿段は，PWR固有のプラン

ト設計に基づく「蒸気発⽣器２次側からの除熱による発電⽤原⼦炉の冷却」及び「格納容器内⾃然
対流冷却」であることから，PWRプラントの先⾏審査実績と⽐較・整理し，泊３号炉において整備す
る対応⼿段が先⾏PWRプラントと同等であることを確認している。

まとめ資料は，2017年３⽉までに審査を受けたものから先⾏審査実績を踏まえ，記載の充実や表
現の適正化を図っているが，対応⼿段の内容や⽅針に変更は無い。

技術的能⼒審査基準1.5／設置許可基準規則第四⼗⼋条
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 技術的能⼒審査基準1.5，設置許可基準規則第四⼗⼋条及び技術基準規則第六⼗三条の要求事項を第5.1表に⽰す。
 各要求事項に対応するために整備する対応⼿段及び重⼤事故等対処設備を，第5.1表中の「番号」に対応させる形で，第5.2表

（7〜9ページ）に⽰す。

第5.1表 技術的能⼒審査基準，設置許可基準規則及び技術基準規則の要求事項
技術的能力審査基準（1.5） 番号 設置許可基準規則（四十八条） 技術基準規則（六十三条） 番号

【本文】
発電用原子炉設置者において、設計基準事故対処設備が有する最終
ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心の著しい損
傷及び原子炉格納容器の破損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずる
ものに限る。）を防止するため、最終ヒートシンクへ熱を輸送するために必
要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示
されていること。

①

【本文】
発電用原子炉施設には、設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシン
クへ熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷及び原
子炉格納容器の破損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずるものに限
る。）を防止するため、最終ヒートシンクへ熱を輸送するために必要な設備
を設けなければならない。

【本文】
発電用原子炉施設には、設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシン
クへ熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷及び原
子炉格納容器の破損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずるものに限
る。）を防止するため、最終ヒートシンクへ熱を輸送するために必要な設備
を施設しなければならない。

③

【解釈】
１ 「最終ヒートシンクへ熱を輸送するために必要な手順等」とは、以下に掲
げる措置又はこれと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等を
いう。

－

【解釈】
１ 第４８条に規定する「最終ヒートシンクへ熱を輸送するために必要な設
備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を
行うための設備をいう。

【解釈】
１ 第６３条に規定する「最終ヒートシンクへ熱を輸送するために必要な設
備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を
行うための設備をいう。

－

ａ）炉心の著しい損傷等を防止するため、重大事故防止設備を整備するこ
と。

ａ）炉心の著しい損傷等を防止するため、重大事故防止設備を整備するこ
と。 ④

ｂ）重大事故防止設備は、設計基準事故対処設備に対して、多重性又は
多様性及び独立性を有し、位置的分散を図ること。

ｂ）重大事故防止設備は、設計基準事故対処設備に対して、多重性又は
多様性及び独立性を有し、位置的分散を図ること。 ⑤

－ － －

ｃ）取水機能の喪失により最終ヒートシンクが喪失することを想定した上
で、BWR においては、サプレッションプールへの熱の蓄積により、原子炉
冷却機能が確保できる一定の期間内に、十分な余裕を持って所内車載代
替の最終ヒートシンクシステム(UHSS)の繋ぎ込み及び最終的な熱の逃が
し場への熱の輸送ができること。加えて、残留熱除去系(RHR)の使用が不
可能な場合について考慮すること。
また、PWR においては、タービン動補助給水ポンプ及び主蒸気逃がし弁
による２次冷却系からの除熱により、最終的な熱の逃がし場への熱の輸
送ができること。

ｃ）取水機能の喪失により最終ヒートシンクが喪失することを想定した上
で、BWR においては、サプレッションプールへの熱の蓄積により、原子炉
冷却機能が確保できる一定の期間内に、十分な余裕を持って所内車載代
替の最終ヒートシンクシステム(UHSS)の繋ぎ込み及び最終的な熱の逃が
し場への熱の輸送ができること。加えて、残留熱除去系(RHR)の使用が不
可能な場合について考慮すること。
また、PWR においては、タービン動補助給水ポンプ及び主蒸気逃がし弁
による２次冷却系からの除熱により、最終的な熱の逃がし場への熱の輸
送ができること。

⑥

ｄ）格納容器圧力逃がし装置を整備する場合は、本規程第５０条３ｂ)に準
ずること。また、その使用に際しては、敷地境界での線量評価を行うこと。

ｄ）格納容器圧力逃がし装置を整備する場合は、本規程第６５条３ｂ)に準
ずること。また、その使用に際しては、敷地境界での線量評価を行うこと。 －

（１）炉心損傷防止
ａ）取水機能の喪失により最終ヒートシンクが喪失することを想定した上
で、BWRにおいては、サプレッションプールへの熱の蓄積により、原子炉
冷却機能が確保できる一定の期間内に、十分な余裕を持って所内車載代
替の最終ヒートシンク（UHS）の繋ぎ込み及び最終的な熱の逃がし場への
熱の輸送ができること。加えて、残留熱除去系(RHR)の使用が不可能な場
合について考慮すること。
また、PWR においては、タービン動補助給水ポンプ及び主蒸気逃がし弁
による２次冷却系からの除熱により、最終的な熱の逃がし場への熱の輸
送ができること。

②

－ －
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 技術的能⼒審査基準1.5，設置許可基準規則第四⼗⼋条及び技術基準規則第六⼗三条の要求事項に対応するために整備する
対応⼿段及び重⼤事故等対処設備を第5.2表に⽰す。

 整備する対応⼿段及び重⼤事故等対処設備に係る系統概要図を第5.1図〜第5.2図（10〜12ページ）に⽰す。

第5.2表 整備する対応⼿段及び重⼤事故等対処設備（1/3）［1.5-79，80，81 ］ 【先⾏PWRプラントと同等】

分類
機能喪失を想定する

設計基準事故対処設備
対応
手段

第5.1表の
番号

系統
概要図

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張

）

－

原
子
炉
補
機
冷
却
海
水
ポ
ン
プ
及
び

原
子
炉
補
機
冷
却
水
ポ
ン
プ
に
よ
る
除
熱

原子炉補機冷却海水ポンプ
原子炉補機冷却水ポンプ
原子炉補機冷却設備　配管・弁・ストレーナ
原子炉補機冷却水サージタンク
原子炉補機冷却水冷却器
非常用取水設備
非常用交流電源設備＊１

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張

）

①
③
④

第5.1図
第5.2図

＊１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。

対処設備 分類
機能喪失を想定する

設計基準事故対処設備
対応
手段

第5.1表の
番号

系統
概要図

電
動
補
助
給
水
ポ
ン
プ
又
は

タ
ー

ビ
ン
動
補
助
給
水
ポ
ン
プ

に
よ
る
蒸
気
発
生
器
へ
の
注
水

電動補助給水ポンプ
タービン動補助給水ポンプ
補助給水ピット
蒸気発生器
２次冷却設備（給水設備）配管
２次冷却設備（補助給水設備）配管・弁
２次冷却設備（主蒸気設備）配管・弁
非常用交流電源設備＊１
非常用直流電源設備＊１

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張

）

①
②
③
④
⑤
⑥

第5.3図

現
場
手
動
操
作
に
よ
る

主
蒸
気
逃
が
し
弁
の
機
能
回
復

主蒸気逃がし弁
蒸気発生器
２次冷却設備（主蒸気設備）配管・弁

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張

）

①
②
③
④
⑤
⑥

第5.3図

＊１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。

対処設備

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時

原子炉補機冷却
海水ポンプ

又は
原子炉補機冷却水ポンプ
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第5.2表 整備する対応⼿段及び重⼤事故等対処設備（2/3）［1.5-82，84］ 【先⾏PWRプラントと同等】

分類
機能喪失を想定する

設計基準事故対処設備
対応
手段

第5.1表の
番号

系統
概要図

可搬型大型送水ポンプ車
可搬型ホース・接続口
ホース延長・回収車（送水車用）
Ｃ，Ｄ－格納容器再循環ユニット
原子炉補機冷却設備（原子炉補機冷却水設備）配管・弁
原子炉格納容器
可搬型温度計測装置
常設代替交流電源設備＊１
非常用取水設備
燃料補給設備＊１

重
大
事
故
等
対
処
設
備

非常用交流電源設備＊１

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張

）

可搬型大型送水ポンプ車
可搬型ホース・接続口
ホース延長・回収車（送水車用）
原子炉補機冷却設備（原子炉補機冷却水設備）配管・弁
非常用取水設備
常設代替交流電源設備＊１
燃料補給設備＊１

重
大
事
故
等
対
処
設
備

第5.5図

Ａ－高圧注入ポンプ＊２
非常用交流電源設備＊１

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張

）

技術的能力審
査基準1.4／設
置許可基準規
則第四十七条
の説明資料に
おいて示す。

＊１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。
＊２：手順は「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」にて整備する。

①
③
④
⑤

第5.4図

可
搬
型
大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
に
よ
る

Ａ
❘
高
圧
注
入
ポ
ン
プ
へ
の

補
機
冷
却
水

（
海
水

）
通
水

①
③
④
⑤

対処設備

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時

原子炉補機冷却
海水ポンプ

又は
原子炉補機冷却水ポンプ

可
搬
型
大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
を
用
い
た

Ｃ
，
Ｄ
❘
格
納
容
器
再
循
環
ユ
ニ

ッ
ト
に
よ
る

格
納
容
器
内
自
然
対
流
冷
却

分類
機能喪失を想定する

設計基準事故対処設備
対応
手段

第5.1表の
番号

系統
概要図

タービン動補助給水ポンプ
補助給水ピット
蒸気発生器
２次冷却設備（給水設備）配管
２次冷却設備（補助給水設備）配管・弁
２次冷却設備（主蒸気設備）配管・弁
非常用直流電源設備＊１

電動補助給水ポンプ

常設代替交流電源設備＊１

重
大
事
故
等
対
処
設
備

＊１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。

対処設備

サ
ポ
ー
ト
系
故
障
時

全交流動力電源

タ
ー

ビ
ン
動
補
助
給
水
ポ
ン
プ
又
は

電
動
補
助
給
水
ポ
ン
プ
に
よ
る

蒸
気
発
生
器
へ
の
注
水

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張

）

①
②
③
④
⑤
⑥

第5.3図
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第5.2表 整備する対応⼿段及び重⼤事故等対処設備（3/3）［1.5-85，86 ］ 【先⾏PWRプラントと同等】

分類
機能喪失を想定する

設計基準事故対処設備
対応
手段

第5.1表の
番号

系統
概要図

現
場
手
動
操
作
に
よ
る

主
蒸
気
逃
が
し
弁
の
機
能
回
復

主蒸気逃がし弁
蒸気発生器
２次冷却設備（主蒸気設備）配管・弁

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張

）

①
②
③
④
⑤
⑥

第5.3図

可
搬
型
大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
を
用
い
た

Ｃ
，
Ｄ
❘
格
納
容
器
再
循
環
ユ
ニ

ッ
ト
に
よ
る

格
納
容
器
内
自
然
対
流
冷
却

可搬型大型送水ポンプ車
可搬型ホース・接続口
ホース延長・回収車（送水車用）
Ｃ，Ｄ－格納容器再循環ユニット
原子炉補機冷却設備（原子炉補機冷却水設備）配管・弁
原子炉格納容器
可搬型温度計測装置
常設代替交流電源設備＊１
非常用取水設備
燃料補給設備＊１

重
大
事
故
等
対
処
設
備

①
③
④
⑤

第5.4図

＊１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。

対処設備

サ
ポ
ー
ト
系
故
障
時

全交流動力電源

分類
機能喪失を想定する

設計基準事故対処設備
対応
手段

第5.1表の
番号

系統
概要図

可搬型大型送水ポンプ車
可搬型ホース・接続口
ホース延長・回収車（送水車用）
原子炉補機冷却設備（原子炉補機冷却水設備）配管・弁
非常用取水設備
常設代替交流電源設備＊１
燃料補給設備＊１

重
大
事
故
等
対
処
設
備

第5.5図

Ａ－高圧注入ポンプ＊２

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張

）

技術的能力審
査基準1.4／設
置許可基準規
則第四十七条
の説明資料に
おいて示す。

＊１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。
＊２：手順は「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」にて整備する。

サ
ポ
ー
ト
系
故
障
時

全交流動力電源

可
搬
型
大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
に
よ
る

Ａ
❘
高
圧
注
入
ポ
ン
プ
へ
の

補
機
冷
却
水

（
海
水

）
通
水

①
③
④
⑤

対処設備
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○対応⼿段及び重⼤事故等対処設備に係る系統概要図（1/3） 【先⾏PWRプラントと同等】

第5.1図 原⼦炉補機冷却⽔設備 系統概要図
［48-24］

第5.2図 原⼦炉補機冷却海⽔設備 系統概要図
［48-25］

凡例

手動弁

電動弁

逆止弁

ストレーナ

Ｍ

Ｓ

凡例

手動弁

空気作動弁

電動弁

逆止弁

Ｍ

 

M 

原子炉補機 
冷却水冷却器 

原子炉補機冷却海水ポンプ 
出口ストレーナ 

原子炉補機冷却海水ポンプ 放水ピット 

ディーゼル 
発電機 

ディーゼル 
発電機 

空調用 
冷凍機 

空調用 
冷凍機 

空調用 
冷凍機 

空調用 
冷凍機 

M M M 

S 

S 

S 

S 

S S S S 

原子炉補機 
冷却水冷却器 

S S S S 

 

燃料取替用水ピット

原子炉補機冷却水ポンプモータ A, B

原子炉補機冷却水冷却器

原子炉補機

冷却水モニタ

原子炉補機冷却水ポンプ

原子炉補機冷却水

サージタンク

１次系純水タンク

R制御用空気圧縮機 A

高圧注入ポンプ及びモータ A

格納容器再循環ユニット A, B

余熱除去ポンプ及びモータ A

充てんポンプ及びモータ A, (B)

格納容器スプレイ冷却器 A

余熱除去冷却器 A

使用済燃料ピット冷却器 A

格納容器スプレイポンプ及びモータA

サンプル冷却器 A

(重要度の特に高い安全機能を有する 原子炉補機への供給母管の範囲)

格納容器雰囲気ガスサンプル冷却器

M M

M

M

M M

原子炉補機冷却水ポンプモータ C, D

制御用空気圧縮機 B

高圧注入ポンプ及びモータ B

格納容器再循環ユニット C, D

余熱除去ポンプ及びモータ B

充てんポンプ及びモータ(B), C

格納容器スプレイ冷却器 B

余熱除去冷却器 B

使用済燃料ピット冷却器 B

格納容器スプレイポンプ及びモータB

サンプル冷却器 B

MM

M

M

MM

M M

M M

SS SS

海水 海水 海水 海水

SSSS

２次系純水タンク

真空脱気装置

封
水
冷
却
器

非
再
生
冷
却
器

廃
液
蒸
発
装
置

ガ
ス
圧
縮
装
置

　

次
冷
却
材
ポ
ン
プ
及
び
モ
ー
タ

　
　
　
　
　
　
　
　

冷
却
ユ
ニ
ッ
ト

 

ブ
ロ
ー
ダ
ウ
ン
サ
ン
プ
ル
冷
却
器

 

余
剰
抽
出
冷
却
器

１

M

M
ほ
う
酸
回
収
装
置

制
御
棒
駆
動
装
置
冷
却
ユ
ニ
ッ
ト

  

補
助
蒸
気
復
水
モ
ニ
タ
冷
却
器

酸
液
ド
レ
ン
ポ
ン
プ

セ
メ
ン
ト
固
化
装
置

除
湿
装
置
廃
ガ
ス
冷
却
器

 

洗
浄
排
水
蒸
発
装
置

M

M

M

M
S

S

濃
縮
廃
液
ポ
ン
プ

洗
浄
排
水
濃
縮
廃
液
ポ
ン
プ
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第5.3図 蒸気発⽣器２次側からの除熱 系統概要図
［48-17］

第5.4図 格納容器内⾃然対流冷却 系統概要図
［48-18］

○対応⼿段及び重⼤事故等対処設備に係る系統概要図（2/3） 【先⾏PWRプラントと同等】

凡例

手動弁

電動弁

逆止弁

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｃ－蒸気発生器 Ｂ－蒸気発生器 Ａ－蒸気発生器

Ａ－電動補助給水ポンプ

Ｂ－電動補助給水ポンプ

Ｍ

大気

Ｍ

Ｍ

非常用
油ポンプ

補助
油ポンプ

タービン動
補助給水ポンプ

主油ポンプ

油タンク

補助給水ピット

２次系純水タンク

主蒸気
逆止弁

主蒸気
隔離弁

Ａ－主蒸気逃がし弁

大気Ｍ

Ｂ－主蒸気逃がし弁

大気

Ｃ－主蒸気逃がし弁

大気

閉

閉

閉

Ｍ

Ｍ

タービン動補助給水ポンプ
駆動蒸気入口弁

Ａ－復水器

Ｂ－復水器

タービンバイパス弁

高圧タービン

Ｍ

Ｍ

タービン

Ｍ

Ｍ

主
給
水
系

主
給
水
系

主
給
水
系

凡例

手動弁

空気作動弁

電動弁

逆止弁

ツインパワー弁

可搬型ホース

ホース

カプラ

接続口

ストレーナ

薬品添加口

Ｍ

Ｓ

Ｔ

Ｍ

Ｃ，Ｄ－原子炉補機冷
却水ポンプ

Ａ，Ｂ－原子炉補機
冷却水ポンプ

Ｃ，Ｄ－原子炉補機
冷却水冷却器

Ａ，Ｂ－原子炉補機
冷却水冷却器

Ｍ
Ｍ

Ｍ

屋
外

Ｍ

Ａヘッダ
戻り

原子炉補機冷却水
サージタンク

Ｂヘッダ
戻り

Ａヘッダ
供給

※１

※２

Ｍ

Ｍ

屋外

Ｍ

Ｃ，Ｄ－原子炉補機
冷却海水ポンプ

Ｃヘッダ
戻り

Ｍ

Ｍ

放水
ピット

放水
ピット

Ｃ－格納容器
再循環

ユニット

Ｄ－格納容器
再循環
ユニット

Ｂヘッダ
戻り

原子炉格納容器

Ｓ

Ｓ

Ｓ

可搬型温度計測装置

可搬型温度計測装置

※３

※３ ※４

※４

Ｍ

廃液貯蔵ピット

原子炉補機冷却水冷却水モニタ

Ｒ

窒素供給系

原子炉補機冷却水
サージタンク加圧用

可搬型窒素ガスボンベ

減圧弁

Ｔ

Ｔ
Ａ，Ｂ－原子炉補機
冷却海水ポンプ

Ｓ

可搬型大型送水ポンプ車

※１又は※２

(Ａ，Ｄ－原子炉補機冷却水冷却器の
出口に接続口を設置しており,
アクセス性の良いルートを優先する。)

水中ポンプ

海水

屋外

常設配管

Ｍ

Ｃヘッダ
供給

Ｂヘッダ
供給

Ａ－制御用空気圧縮機

Ａ－高圧注入ポンプ
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第5.5図 代替補機冷却 系統概要図
［48-19］

○対応⼿段及び重⼤事故等対処設備に係る系統概要図（3/3） 【先⾏PWRプラントと同等】

Ｍ

Ｃ，Ｄ－原子炉補機冷
却水ポンプ

Ａ，Ｂ－原子炉補機
冷却水ポンプ

Ｃ，Ｄ－原子炉補機
冷却水冷却器

Ａ，Ｂ－原子炉補機
冷却水冷却器

Ｍ
Ｍ

Ｍ

屋
外

Ｍ

Ａヘッダ
戻り

原子炉補機冷却水
サージタンク

Ｂヘッダ
戻り

Ａヘッダ
供給

※１

※２

Ｍ

Ｍ

屋外

Ｍ

Ｃ，Ｄ－原子炉補機
冷却海水ポンプ

Ｃヘッダ
戻り

Ｍ

Ｍ
放水

ピット

放水
ピット

Ｃ－格納容器
再循環

ユニット

Ｄ－格納容器
再循環

ユニット

Ｂヘッダ
戻り

原子炉格納容器

Ｓ

Ｓ

Ｓ

※３

※３ ※４

※４

Ｍ

廃液貯蔵ピット

原子炉補機冷却水冷却水モニタ

窒素供給系

原子炉補機冷却水
サージタンク加圧用
可搬型窒素ガスボンベ

減圧弁

Ｔ

Ｔ
Ａ，Ｂ－原子炉補機
冷却海水ポンプ

Ｓ

可搬型大型送水ポンプ車

※１又は※２

(Ａ，Ｄ－原子炉補機冷却水冷却器の
出口に接続口を設置しており,
アクセス性の良いルートを優先する。)

水中
ポンプ

海水

屋外

常設配管

Ａ－高圧注入ポンプ

Ｍ

Ｃヘッダ
供給

Ｂヘッダ
供給

Ａ－制御用空気圧縮機

Ｒ

凡例

手動弁

空気作動弁

電動弁

逆止弁

ツインパワー弁

可搬型ホース

ホース

カプラ

接続口

ストレーナ

薬品添加口

Ｍ

Ｓ

Ｔ
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【説明概要】
技術的能⼒審査基準1.８（原⼦炉格納容器下部の溶融炉⼼を冷却するための⼿順等）及び設置
許可基準規則第五⼗⼀条（原⼦炉格納容器下部の溶融炉⼼を冷却するための設備）の要求事項
に対応するために整備する対応⼿段及び重⼤事故等対処設備について，次ページ以降に⽰す。
概要は，以下の通り。
泊３号炉において，原⼦炉格納容器下部の溶融炉⼼を冷却するために整備する対応⼿段は，「原

⼦炉格納容器下部への注⽔」及び「原⼦炉容器への注⽔」であるが，原⼦炉格納容器構造の違い
による設備構成の相違など，重⼤事故等への対応設備・⼿段が⼥川2号炉とは⼤きく異なるため，
PWRプラントの先⾏審査実績と⽐較・整理し，泊３号炉において整備する対応⼿段が先⾏PWRプ
ラントと同等であることを確認している。

まとめ資料は，2017年３⽉までに審査を受けたものから先⾏審査実績を踏まえ，記載の充実や表
現の適正化を図っているが，対応⼿段の内容や⽅針に変更は無い。

技術的能⼒審査基準1.８／設置許可基準規則第五⼗⼀条
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 技術的能⼒審査基準1.８，設置許可基準規則第五⼗⼀条及び技術基準規則第六⼗六条の要求事項を第8.1表に⽰す。
 各要求事項に対応するために整備する対応⼿段及び重⼤事故等対処設備を，第8.1表中の「番号」に対応させる形で，第8.2表

（15〜17ページ）に⽰す。

第8.1表 技術的能⼒審査基準，設置許可基準規則及び技術基準規則の要求事項
技術的能力審査基準（1.8） 番号 設置許可基準規則（五十一条） 技術基準規則（六十六条） 番号

【本文】
発電用原子炉設置者において、炉心の著しい損傷が発生した場合におい
て原子炉格納容器の破損を防止するため、溶融し、原子炉格納容器の下
部に落下した炉心を冷却するために必要な手順等が適切に整備されてい
るか、又は整備される方針が適切に示されていること。

①

【本文】
発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子
炉格納容器の破損を防止するため、溶融し、原子炉格納容器の下部に落
下した炉心を冷却するために必要な設備を設けなければならない。

【本文】
発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子
炉格納容器の破損を防止するため、溶融し、原子炉格納容器の下部に落
下した炉心を冷却するために必要な設備を施設しなければならない。

④

【解釈】
１ 「溶融し、原子炉格納容器の下部に落下した炉心を冷却するために必
要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有す
る措置を行うための手順等をいう。
なお、原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却は、溶融炉心・コ
ンクリート相互作用(MCCI)を抑制すること及び溶融炉心が拡がり原子炉格
納容器バウンダリに接触することを防止するために行われるものである。

－

【解釈】
１ 第５１条に規定する「溶融し、原子炉格納容器の下部に落下した炉心を
冷却するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以
上の効果を有する措置を行うための設備をいう。なお、原子炉格納容器下
部に落下した溶融炉心の冷却は、溶融炉心・コンクリート相互作用(MCCI)
を抑制すること及び溶融炉心が拡がり原子炉格納容器バウンダリに接触
することを防止するために行われるものである。

【解釈】
１ 第６６条に規定する「溶融し、原子炉格納容器の下部に落下した炉心を
冷却するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以
上の効果を有する措置を行うための設備をいう。なお、原子炉格納容器下
部に落下した溶融炉心の冷却は、溶融炉心・コンクリート相互作用(MCCI)
を抑制すること及び溶融炉心が拡がり原子炉格納容器バウンダリに接触
することを防止するために行われるものである。

－

（１）原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却
ａ）炉心の著しい損傷が発生した場合において、原子炉格納容器下部注
水設備により、原子炉格納容器の破損を防止するために必要な手順等を
整備すること。 ②

ａ）原子炉格納容器下部注水設備を設置すること。原子炉格納容器下部
注水設備とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する
措置を行うための設備をいう。
ⅰ）原子炉格納容器下部注水設備（ポンプ車及び耐圧ホース等）を整備す
ること。（可搬型の原子炉格納容器下部注水設備の場合は、接続する建
屋内の流路をあらかじめ敷設すること。）

ａ）原子炉格納容器下部注水設備を設置すること。原子炉格納容器下部
注水設備とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する
措置を行うための設備をいう。
ⅰ）原子炉格納容器下部注水設備（ポンプ車及び耐圧ホース等）を整備す
ること。（可搬型の原子炉格納容器下部注水設備の場合は、接続する建
屋内の流路をあらかじめ敷設すること。）

⑤

（２）溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下遅延・防止
ａ）溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下を遅延又は防止するため、
原子炉圧力容器へ注水する手順等を整備すること。

③

ⅱ）原子炉格納容器下部注水設備は、多重性又は多様性及び独立性を
有し、位置的分散を図ること。（ただし、建屋内の構造上の流路及び配管
を除く。）

ⅱ）原子炉格納容器下部注水設備は、多重性又は多様性及び独立性を
有し、位置的分散を図ること。（ただし、建屋内の構造上の流路及び配管
を除く。）

⑥

－ －

ｂ）これらの設備は、交流又は直流電源が必要な場合は代替電源設備か
らの給電を可能とすること。

ｂ）これらの設備は、交流又は直流電源が必要な場合は代替電源設備か
らの給電を可能とすること。

⑦
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 技術的能⼒審査基準1.８，設置許可基準規則第五⼗⼀条及び技術基準規則第六⼗六条の要求事項に対応するために整備する
対応⼿段及び重⼤事故等対処設備を第8.2表に⽰す。

 整備する対応⼿段及び重⼤事故等対処設備に係る系統概要図を第8.1図，第8.2図（18 ，19ページ）に⽰す。

第8.2表 整備する対応⼿段及び重⼤事故等対処設備（1/3）［1.８-87，89 ］ 【先⾏PWRプラントと同等】

分類
機能喪失を想定する

設計基準事故対処設備
対応
手段

第8.1表の
番号

系統
概要図

格納容器スプレイポンプ
燃料取替用水ピット
格納容器スプレイ冷却器
非常用炉心冷却設備　配管・弁
原子炉格納容器スプレイ設備　配管・弁
スプレイノズル
スプレイリング
原子炉格納容器

重
大
事
故
等
対
処
設
備

原子炉補機冷却設備
非常用取水設備
非常用交流電源設備＊１

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張

）

代替格納容器スプレイポンプ
燃料取替用水ピット
補助給水ピット
非常用炉心冷却設備　配管・弁
２次冷却設備（補助給水設備）配管・弁
原子炉格納容器スプレイ設備　配管・弁
スプレイノズル
スプレイリング
原子炉格納容器

重
大
事
故
等
対
処
設
備

非常用交流電源設備＊１

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張

）

＊１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。

対処設備

交
流
動
力
電
源
及
び
原
子
炉
補
機
冷
却
機
能
健
全

－

格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
下
部
へ
の
注
水

①
②
④
⑤
⑥

第8.1図

代
替
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
下
部
へ
の
注
水

①
②
④
⑤
⑥

第8.2図

分類
機能喪失を想定する

設計基準事故対処設備
対応
手段

対処設備
第8.1表の

番号
系統

概要図

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
又
は
原
子
炉
補
機
冷
却
機
能
喪
失

－

代
替
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
下
部
へ
の
注
水

代替格納容器スプレイポンプ
燃料取替用水ピット
非常用炉心冷却設備　配管・弁
原子炉格納容器スプレイ設備　配管・弁
スプレイノズル
スプレイリング
原子炉格納容器
常設代替交流電源設備＊１
補助給水ピット
２次冷却設備（補助給水設備）配管・弁
可搬型代替交流電源設備＊１
代替所内電気設備＊１

重
大
事
故
等
対
処
設
備

①
②
④
⑤
⑥
⑦

第8.2図

＊１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。
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第8.2表 整備する対応⼿段及び重⼤事故等対処設備（2/3）［1.8-91］ 【先⾏PWRプラントと同等】

分類
機能喪失を想定する

設計基準事故対処設備
対応
手段

第8.1表の
番号

系統
概要図

高圧注入ポンプ
余熱除去ポンプ
余熱除去冷却器
燃料取替用水ピット
ほう酸注入タンク
非常用炉心冷却設備　配管・弁
非常用炉心冷却設備（高圧注入系）配管・弁
非常用炉心冷却設備（低圧注入系）配管・弁
１次冷却設備
原子炉容器

重
大
事
故
等
対
処
設
備

原子炉補機冷却設備
非常用取水設備
非常用交流電源設備＊１

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張

）

充てんポンプ
燃料取替用水ピット
再生熱交換器
非常用炉心冷却設備　配管・弁
化学体積制御設備　配管・弁
１次冷却設備
原子炉容器

重
大
事
故
等
対
処
設
備

原子炉補機冷却設備
非常用取水設備
非常用交流電源設備＊１

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張

）

＊１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。

技術的能力審
査基準1.4／設
置許可基準規
則第四十七条
の説明資料に
おいて示す。

充
て
ん
ポ
ン
プ
に
よ
る
原
子
炉
容
器
へ
の
注
水

①
③
④

技術的能力審
査基準1.4／設
置許可基準規
則第四十七条
の説明資料に
おいて示す。

対処設備

交
流
動
力
電
源
及
び
原
子
炉
補
機
冷
却
機
能
健
全

－

高
圧
注
入
ポ
ン
プ
又
は
余
熱
除
去
ポ
ン
プ
に
よ
る

原
子
炉
容
器
へ
の
注
水

①
③
④

分類
機能喪失を想定する

設計基準事故対処設備
対応
手段

第8.1表の
番号

系統
概要図

Ｂ－格納容器スプレイポンプ＊２
燃料取替用水ピット
Ｂ－格納容器スプレイ冷却器
非常用炉心冷却設備　配管・弁
非常用炉心冷却設備（低圧注入系）配管・弁
原子炉格納容器スプレイ設備　配管・弁
１次冷却設備
原子炉容器

重
大
事
故
等
対
処
設
備

原子炉補機冷却設備
非常用取水設備
非常用交流電源設備＊１

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張

）

代替格納容器スプレイポンプ＊２
燃料取替用水ピット
補助給水ピット
２次冷却設備（補助給水設備）配管・弁
非常用炉心冷却設備　配管・弁
非常用炉心冷却設備（低圧注入系）配管・弁
原子炉格納容器スプレイ設備　配管・弁
１次冷却設備
原子炉容器

重
大
事
故
等
対
処
設
備

非常用交流電源設備＊１

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張

）

＊１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。
＊２：手順は「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」にて整備する。

①
③
④

技術的能力審
査基準1.4／設
置許可基準規
則第四十七条
の説明資料に
おいて示す。

代
替
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
に
よ
る

原
子
炉
容
器
へ
の
注
水

①
③
④

技術的能力審
査基準1.4／設
置許可基準規
則第四十七条
の説明資料に
おいて示す。

対処設備

交
流
動
力
電
源
及
び
原
子
炉
補
機
冷
却
機
能
健
全

－

Ｂ
❘
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ

（
R
H
R
S
❘
C
S
S
連
絡
ラ
イ
ン
使
用

）

に
よ
る
原
子
炉
容
器
へ
の
注
水



17技術的能⼒審査基準1.８／設置許可基準規則第五⼗⼀条

第8.2表 整備する対応⼿段及び重⼤事故等対処設備（3/3）［1.8-93］ 【先⾏PWRプラントと同等】

分類
機能喪失を想定する

設計基準事故対処設備
対応
手段

第8.1表の
番号

系統
概要図

代
替
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ

に
よ
る
原
子
炉
容
器
へ
の
注
水

代替格納容器スプレイポンプ＊１
燃料取替用水ピット
補助給水ピット
２次冷却設備（補助給水設備）配管・弁
非常用炉心冷却設備　配管・弁
非常用炉心冷却設備（低圧注入系）配管・弁
原子炉格納容器スプレイ設備　配管・弁
１次冷却設備
原子炉容器
常設代替交流電源設備＊２
可搬型代替交流電源設備＊２
代替所内電気設備＊２

重
大
事
故
等
対
処
設
備

①
③
④

技術的能力審
査基準1.4／設
置許可基準規
則第四十七条
の説明資料に
おいて示す。

Ｂ
❘
充
て
ん
ポ
ン
プ

（
自
己
冷
却

）

に
よ
る
原
子
炉
容
器
へ
の
注
水

Ｂ－充てんポンプ＊１
燃料取替用水ピット
再生熱交換器
非常用炉心冷却設備　配管・弁
化学体積制御設備　配管・弁
原子炉補機冷却設備（原子炉補機冷却水設備）配管・弁
１次冷却設備
原子炉容器
常設代替交流電源設備＊２

重
大
事
故
等
対
処
設
備

①
③
④

技術的能力審
査基準1.4／設
置許可基準規
則第四十七条
の説明資料に
おいて示す。

＊１：手順は「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」にて整備する。
＊２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。

対処設備

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
又
は
原
子
炉
補
機
冷
却
機
能
喪
失

－
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第8.1図 格納容器スプレイポンプによる原⼦炉格納容器下部への注⽔ 系統概要図
［51-17］

手動弁

空気作動弁

電動弁

ツインパワー弁

逆止弁

可搬型ホース

カプラ

自己冷却運転
（ホースによる隔離）

代替補機冷却

接続口

流量計

水位計

凡例

Ｍ

Ｍ

LI

Ｔ

Ｍ

ＦＩ

○対応⼿段及び重⼤事故等対処設備に係る系統概要図（1/2） 【先⾏PWRプラントと同等】
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第8.2図 代替格納容器スプレイポンプによる原⼦炉格納容器下部への注⽔ 系統概要図
［51-18］

○対応⼿段及び重⼤事故等対処設備に係る系統概要図（2/2） 【先⾏PWRプラントと同等】

手動弁

空気作動弁

電動弁

ツインパワー弁

逆止弁

可搬型ホース

カプラ

自己冷却運転
（ホースによる隔離）

代替補機冷却

接続口

流量計

水位計

凡例

Ｍ

Ｍ

LI

Ｔ

Ｍ

ＦＩ
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【説明概要】
技術的能⼒審査基準1.9（⽔素爆発による原⼦炉格納容器の破損を防⽌するための⼿順等）及び
設置許可基準規則第五⼗⼆条（⽔素爆発による原⼦炉格納容器の破損を防⽌するための設備）の
要求事項に対応するために整備する対応⼿段及び重⼤事故等対処設備について，次ページ以降に⽰
す。
概要は，以下の通り。
泊３号炉において，⽔素爆発による原⼦炉格納容器の破損を防⽌するために整備する対応⼿段は

，PWR固有のプラント設計に基づく「原⼦炉格納容器内⽔素処理装置による⽔素濃度制御」，「格
納容器⽔素イグナイタによる⽔素濃度制御」及び「可搬型格納容器内⽔素濃度計測ユニットによる⽔
素濃度監視」であることから，PWRプラントの先⾏審査実績と⽐較・整理し，泊３号炉において整備
する対応⼿段が先⾏PWRプラントと同等であることを確認している。

まとめ資料は，2017年３⽉までに審査審査を受けたものから先⾏審査実績を踏まえて記載の充実や
表現の適正化を図っているが，対応⼿段の内容や⽅針に変更は無い。

技術的能⼒審査基準1.9／設置許可基準規則第五⼗⼆条
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 技術的能⼒審査基準1.9，設置許可基準規則第五⼗⼆条及び技術基準規則第六⼗七条の要求事項を第9.1表に⽰す。
 各要求事項に対応するために整備する対応⼿段及び重⼤事故等対処設備を，第9.1表中の「番号」に対応させる形で，第9.2表

（22ページ）に⽰す。

第9.1表 技術的能⼒審査基準，設置許可基準規則及び技術基準規則の要求事項
技術的能力審査基準（1.9） 番号 設置許可基準規則（五十二条） 技術基準規則（六十七条） 番号

【本文】
発電用原子炉設置者において、炉心の著しい損傷が発生した場合におい
て原子炉格納容器内における水素による爆発（以下「水素爆発」という。）
による破損を防止する必要がある場合には、水素爆発による原子炉格納
容器の破損を防止するために必要な手順等が適切に整備されているか、
又は整備される方針が適切に示されていること。

①

【本文】
発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子
炉格納容器内における水素による爆発（以下「水素爆発」という。）による
破損を防止する必要がある場合には、水素爆発による原子炉格納容器の
破損を防止するために必要な設備を設けなければならない。

【本文】
発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子
炉格納容器内における水素による爆発（以下「水素爆発」という。）による
破損を防止する必要がある場合には、水素爆発による原子炉格納容器の
破損を防止するために必要な設備を施設しなければならない。

⑤

【解釈】
１ 「水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するために必要な手順
等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を
行うための手順等をいう。

―

【解釈】
１　第５２条に規定する「水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止す
るために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効
果を有する措置を行うための設備をいう。

【解釈】
１　第６７条に規定する「水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止す
るために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効
果を有する措置を行うための設備をいう。

－

ａ）原子炉格納容器内の不活性化又は水素濃度制御設備により、原子炉
格納容器内における水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するた
めに必要な手順等を整備すること。

②
ａ）原子炉格納容器内を不活性化すること又は原子炉格納容器内に水素
濃度制御設備を設置すること。

ａ）原子炉格納容器内を不活性化すること又は原子炉格納容器内に水素
濃度制御設備を設置すること。 ⑥

ｂ）原子炉格納容器内における水素爆発による原子炉格納容器の破損を
防止するために必要な設備が、交流又は直流電源が必要な場合は代替
電源設備からの給電を可能とすること。

③

ｂ）原子炉格納容器内を不活性化する場合には、次に掲げるところにより、
原子炉格納容器から水素ガスを排出することができる設備を設けること。

ｂ）原子炉格納容器内を不活性化する場合には、次に掲げるところにより、
原子炉格納容器から水素ガスを排出することができる設備を設けること。 －

ｃ）炉心の著しい損傷後、水－ジルコニウム反応及び水の放射線分解によ
る水素及び酸素の水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止する手
順等を整備すること。

④
ⅰ）その排出経路での水素爆発を防止すること。 ⅰ）その排出経路での水素爆発を防止すること。

－

ⅱ）排気に含まれる放射性物質の量を低減すること。 ⅱ）排気に含まれる放射性物質の量を低減すること。 －

ⅲ）排気中の水素濃度を測定することができる設備を設けること。 ⅲ）排気中の水素濃度を測定することができる設備を設けること。 －

ⅳ）当該設備からの放射性物質を含む気体の排気を放射線量の変化に
よって検出するため、当該設備の排気口又はこれに近接する箇所に放射
線量を測定することができる設備を設けること。

ⅳ）当該設備からの放射性物質を含む気体の排気を放射線量の変化に
よって検出するため、当該設備の排気口又はこれに近接する箇所に放射
線量を測定することができる設備を設けること。

－

ｃ）炉心の著しい損傷時に水素濃度が変動する可能性のある範囲で測定
できる監視設備を設置すること。

ｃ）炉心の著しい損傷時に水素濃度が変動する可能性のある範囲で測定
できる監視設備を設置すること。

⑦

ｄ）これらの設備は、交流又は直流電源が必要な場合は代替電源設備か
らの給電を可能とすること。

ｄ）これらの設備は、交流又は直流電源が必要な場合は代替電源設備か
らの給電を可能とすること。

⑧

－ －

－ －
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 技術的能⼒審査基準1.9，設置許可基準規則第五⼗⼆条及び技術基準規則第六⼗七条の要求事項に対応するために整備する
対応⼿段及び重⼤事故等対処設備を第9.2表に⽰す。

 整備する対応⼿段及び重⼤事故等対処設備に係る系統概要図を第9.1図〜9.4図（23，24ページ）に⽰す。

第9.2表 整備する対応⼿段及び重⼤事故等対処設備［1.9-27，28］ 【先⾏PWRプラントと同等】

分類
機能喪失を想定する

設計基準事故対処設備
対応
手段

第9.1表の
番号

系統
概要図

原子炉格納容器内水素処理装置
原子炉格納容器内水素処理装置温度監視装置
所内常設蓄電式直流電源設備＊１
可搬型代替直流電源設備＊１
原子炉格納容器

重
大
事
故
等
対
処
設
備

非常用直流電源設備＊１

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張

）

格納容器水素イグナイタ
常設代替交流電源設備＊１
可搬型代替交流電源設備＊１
代替所内電気設備＊１
格納容器水素イグナイタ温度監視装置
所内常設蓄電式直流電源設備＊１
可搬型代替直流電源設備＊１
原子炉格納容器

重
大
事
故
等
対
処
設
備

非常用交流電源設備＊１
非常用直流電源設備＊１

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張

）

＊１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。

①
②
③
④
⑤
⑥
⑧

①
②
③
④
⑤
⑥
⑧

第9.1図

対処設備

水
素
爆
発
に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
の
破
損
防
止

－

格
納
容
器
水
素
イ
グ
ナ
イ
タ
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
水
素
濃
度
低
減

原
子
炉
格
納
容
器
内
水
素
処
理
装
置
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
水
素
濃
度
低
減

第9.2図

分類
機能喪失を想定する

設計基準事故対処設備
対応
手段

第9.1表の
番号

系統
概要図

可搬型格納容器内水素濃度計測ユニット
可搬型ガスサンプル冷却器用冷却ポンプ
可搬型代替ガスサンプリング圧縮装置
可搬型大型送水ポンプ車＊２
ホース延長・回収車（送水車用）＊２
可搬型ホース・接続口＊２
格納容器空気サンプルライン隔離弁操作用可搬型窒素
ガスボンベ
ホース・弁
格納容器雰囲気ガスサンプリング圧縮装置
格納容器雰囲気ガス試料採取設備
格納容器雰囲気ガス試料採取設備　配管・弁
圧縮空気設備（制御用圧縮空気設備）配管・弁
原子炉補機冷却設備（原子炉補機冷却水設備）配管・弁
非常用取水設備
常設代替交流電源設備＊１
可搬型代替交流電源設備＊１
代替所内電気設備＊１
燃料補給設備＊１

重
大
事
故
等
対
処
設
備

非常用交流電源設備＊１
非常用直流電源設備＊１

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張

）

＊１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。
＊２：手順は「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。

水
素
爆
発
に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
の
破
損
防
止

－

可
搬
型
格
納
容
器
内
水
素
濃
度
計
測
ユ
ニ

ッ
ト
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
水
素
濃
度
監
視

①
③
⑤
⑦
⑧

第9.3図
第9.4図

対処設備
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第9.1図 ⽔素爆発による原⼦炉格納容器の破損を
防⽌するための設備 系統概要図

（1）原⼦炉格納容器内⽔素処理装置
［52-19］

第9.2図 ⽔素爆発による原⼦炉格納容器の破損を
防⽌するための設備 系統概要図

（2）格納容器⽔素イグナイタ
［52-20］

○対応⼿段及び重⼤事故等対処設備に係る系統概要図（1/2） 【先⾏PWRプラントと同等】

可搬型格納容器内
水素濃度計測ユニット

中継盤
直流
分電盤

中央制御室

AM設備
監視操作盤

（原子炉格納容器内水素
処理装置温度監視装置）

指示計
（水素濃度・温度）

凡例

原子炉格納容器内水素処理
装置5個

信号系

中継盤
直流
分電盤

中央制御室

可搬型格納容器内
水素濃度計測ユニット

AM設備
監視操作盤

（格納容器水素イグナイタ
温度監視装置）

指示計
（水素濃度・温度）

凡例

格納容器水素イグナイタ
12個（予備１個ドーム部）

信号系
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第9.3図 ⽔素爆発による原⼦炉格納容器の破損を
防⽌するための設備 系統概要図

（3）⽔素濃度監視
［52-21］

第9.4図 ⽔素爆発による原⼦炉格納容器の破損を
防⽌するための設備 系統概要図

（4）⽔素濃度監視
［52-22］

手動弁

電動弁

空気作動弁

空気作動弁
(ポジショナ付き)

逆止弁

ホース

カプラ

凡例

Ｍ

凡例

手動弁

空気作動弁

電動弁

逆止弁

ツインパワー弁

可搬型ホース

ホース

カプラ

接続口

ストレーナ

薬品添加口

Ｍ

Ｓ

Ｔ

○対応⼿段及び重⼤事故等対処設備に係る系統概要図（2/2） 【先⾏PWRプラントと同等】

Ｍ

可搬型ガスサンプル
冷却器用冷却ポンプ

※１：制御用空気喪失時，窒素ボンベにて開。
※２：制御用空気喪失時，フェイルオープン（F.O.）弁のため自動開。
※３：原子炉補機冷却水冷却機能喪失時に使用。

サンプリングガス冷却に必要な冷却水流量は少量であるため，
熱容量の大きい原子炉補機冷却水系の保有水を用いて十分に冷却することが可能である。

※４：常設代替交流電源設備から給電可能。

※４

※１

※２

※３，※４Ｂ－原子炉補機
冷却水系

減圧弁

T.P.17.8m

T.P.33.1m

原子炉
格納容器内

試料採取管

ガス分析計
（化学室）

※４

格納容器雰囲気
ガスサンプリング

圧縮装置

※４ ※４

可搬型格納容器内
水素濃度計測ユニット

可搬型代替
ガスサンプリング

圧縮装置

※１

※４

格納容器雰囲気
ガスサンプル

冷却器
格納容器雰囲気
ガスサンプル
湿分分離器

屋外

放射線監視設備
制
御
用
空
気
系

格納容器空気
サンプルライン

隔離弁操作用可搬型
窒素ガスボンベ

格納容器雰囲気ガス
試料採取設備

原子炉
格納容器外

AM設備
監視操作盤

中央制御室

指示計
（水素濃度・温度）

Ｍ

Ｃ，Ｄ－原子炉補機
冷却水ポンプ

Ａ，Ｂ－原子炉補機
冷却水ポンプ

Ｃ，Ｄ－原子炉補機
冷却水冷却器

Ａ，Ｂ－原子炉補機
冷却水冷却器

Ｍ
Ｍ

Ｍ
Ｍ

屋
外

Ｍ

Ａヘッダ
戻り

原子炉補機冷却水
サージタンク

Ｂヘッダ
戻り

※１

※２

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｃヘッダ
戻り

Ｍ

Ｍ
放水

ピット

放水
ピット

Ｃ－格納容器
再循環

ユニット

Ｄ－格納容器
再循環

ユニット

Ｂヘッダ
戻り

原子炉格納容器

格納容器雰囲気ガス
サンプル冷却器

屋外

Ｂヘッダ戻り

Ａヘッダ
供給

Ｃヘッダ
供給

Ｂヘッダ
供給

Ｓ

Ｓ

窒素供給系

原子炉補機冷却水
サージタンク加圧用

可搬型窒素ガスボンベ

減圧弁

※３

※４

※４Ｒ

原子炉補機冷却水冷却水モニタ

※３

屋外

Ｃ，Ｄ－原子炉補機
冷却海水ポンプ

Ｓ

Ａ，Ｂ－原子炉補機
冷却海水ポンプ

Ｓ

可搬型大型送水ポンプ車

※１又は※２

(Ａ，Ｄ－原子炉補機冷却水冷却器の
出口に接続口を設置しており,
アクセス性の良いルートを優先する。)

水中ポンプ

海水

屋外

常設配管

Ｔ

Ｔ
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【説明概要】
技術的能⼒審査基準1.10（⽔素爆発による原⼦炉建屋等の損傷を防⽌するための⼿順等）及び設
置許可基準規則第五⼗三条（⽔素爆発による原⼦炉建屋等の損傷を防⽌するための設備）の要求
事項に対応するために整備する対応⼿段及び重⼤事故等対処設備について，次ページ以降に⽰す。
概要は，以下の通り。
泊３号炉において，⽔素爆発による原⼦炉建屋等の損傷を防⽌するために整備する対応⼿段は，

PWR固有のプラント設計に基づく「アニュラス空気浄化設備による⽔素排出」及び「アニュラス部の⽔素
濃度監視」であることから，PWRプラントの先⾏審査実績と⽐較・整理し，泊３号炉において整備す
る対応⼿段が先⾏PWRプラントと同等であることを確認している。

まとめ資料は，2017年３⽉までに審査を受けたものから先⾏審査実績を踏まえて記載の充実や表現
の適正化を図っているが，対応⼿段の内容や⽅針に変更は無い。

技術的能⼒審査基準1.10／設置許可基準規則第五⼗三条
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 技術的能⼒審査基準1.10，設置許可基準規則第五⼗三条及び技術基準規則第六⼗⼋条の要求事項を第10.1表に⽰す。
 各要求事項に対応するために整備する対応⼿段及び重⼤事故等対処設備を，第10.1表中の「番号」に対応させる形で，第10.2表

（27ページ）に⽰す。

第10.1表 技術的能⼒審査基準，設置許可基準規則及び技術基準規則の要求事項
技術的能力審査基準（1.10） 番号 設置許可基準規則（五十三条） 技術基準規則（六十八条） 番号

【本文】
発電用原子炉設置者において、炉心の著しい損傷が発生した場合におい
て原子炉建屋その他の原子炉格納容器から漏えいする気体状の放射性
物質を格納するための施設（以下「原子炉建屋等」という。）の水素爆発に
よる損傷を防止する必要がある場合には、水素爆発による当該原子炉建
屋等の損傷を防止するために必要な手順等が適切に整備されているか、
又は整備される方針が適切に示されていること。

①

【本文】
発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子
炉建屋その他の原子炉格納容器から漏えいする気体状の放射性物質を
格納するための施設（以下「原子炉建屋等」という。）の水素爆発による損
傷を防止する必要がある場合には、水素爆発による当該原子炉建屋等の
損傷を防止するために必要な設備を設けなければならない。

【本文】
発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子
炉建屋その他の原子炉格納容器から漏えいする気体状の放射性物質を
格納するための施設（以下「原子炉建屋等」という。）の水素爆発による損
傷を防止する必要がある場合には、水素爆発による当該原子炉建屋等の
損傷を防止するために必要な設備を施設しなければならない。

④

【解釈】
１ 「水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止するために必要な手
順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置
を行うための手順等をいう。

－

【解釈】
１ 第５３条に規定する「水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止
するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の
効果を有する措置を行うための設備をいう。

【解釈】
１ 第６８条に規定する「水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止
するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の
効果を有する措置を行うための設備をいう。

－

ａ）炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器から原子
炉建屋等への水素ガスの漏えいを抑制し、原子炉建屋等内の水素濃度
の上昇を緩和するため、原子炉格納容器から水素ガスを排出することがで
きる設備による原子炉格納容器から水素ガスを排出する手順等を整備す
ること。

－

ａ）原子炉格納容器の構造上、炉心の著しい損傷が発生した場合におい
て原子炉格納容器内の水素濃度が高くなり、高濃度の水素ガスが原子炉
格納容器から漏えいするおそれのある発電用原子炉施設には、原子炉格
納容器から原子炉建屋等への水素ガスの漏えいを抑制し、原子炉建屋等
内の水素濃度の上昇を緩和するための設備として、次に掲げるところによ
り、原子炉格納容器から水素ガスを排出することができる設備を設置する
こと。この場合において、当該設備は、本規程第５０条の規定により設置
する格納容器圧力逃がし装置と同一設備であってもよい。
　ⅰ）その排出経路での水素爆発を防止すること。
　ⅱ）排気中の水素濃度を測定することができる設備を設けること。
　ⅲ）ⅰ）及びⅱ）に掲げるもののほか、本規程第５０条３ｂ）ⅰ）からⅸ）ま
　での規定に準ずること。

ａ）原子炉格納容器の構造上、炉心の著しい損傷が発生した場合におい
て原子炉格納容器内の水素濃度が高くなり、高濃度の水素ガスが原子炉
格納容器から漏えいするおそれのある発電用原子炉施設には、原子炉格
納容器から原子炉建屋等への水素ガスの漏えいを抑制し、原子炉建屋等
内の水素濃度の上昇を緩和するための設備として、次に掲げるところによ
り、原子炉格納容器から水素ガスを排出することができる設備を設置する
こと。この場合において、当該設備は、本規程第６５条の規定により設置
する格納容器圧力逃がし装置と同一設備であってもよい。
　ⅰ）その排出経路での水素爆発を防止すること。
　ⅱ）排気中の水素濃度を測定することができる設備を設けること。
　ⅲ）ⅰ）及びⅱ）に掲げるもののほか、本規程第６５条３ｂ）ⅰ）からⅺ）ま
　での規定に準ずること。

－

ｂ）炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉建屋等の水素爆発
による損傷を防止するため、水素濃度制御設備又は原子炉建屋等から水
素ガスを排出することができる設備により、水素爆発による当該原子炉建
屋等の損傷を防止するために必要な手順等を整備すること。

②

ｂ）水素濃度制御設備（制御により原子炉建屋等で水素爆発のおそれが
ないことを示すこと。）又は原子炉建屋等から水素ガスを排出することがで
きる設備（動的機器等に水素爆発を防止する機能を付けること。放射性物
質低減機能を付けること。）を設置すること。

ｂ）水素濃度制御設備（制御により原子炉建屋等で水素爆発のおそれが
ないことを示すこと。）又は原子炉建屋等から水素ガスを排出することがで
きる設備（動的機器等に水素爆発を防止する機能を付けること。放射性物
質低減機能を付けること。）を設置すること。

⑤

ｃ）水素爆発による損傷を防止するために必要な設備が、交流又は直流電
源が必要な場合は代替電源設備からの給電を可能とする手順等を整備す
ること。

③

ｃ）想定される事故時に水素濃度が変動する可能性のある範囲で推定で
きる監視設備を設置すること。

ｃ）想定される事故時に水素濃度が変動する可能性のある範囲で推定で
きる監視設備を設置すること。 ⑥

－ －
ｄ）これらの設備は、交流又は直流電源が必要な場合は代替電源設備か
らの給電を可能とすること。

ｄ）これらの設備は、交流又は直流電源が必要な場合は代替電源設備か
らの給電を可能とすること。

⑦
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 技術的能⼒審査基準1.10，設置許可基準規則第五⼗三条及び技術基準規則第六⼗⼋条の要求事項に対応するために整備す
る対応⼿段及び重⼤事故等対処設備を第10.2表に⽰す。

 整備する対応⼿段及び重⼤事故等対処設備に係る系統概要図を第10.1図〜第10.3図（28，29ページ）に⽰す。

第10.2表 整備する対応⼿段及び重⼤事故等対処設備［1.10-18］ 【先⾏PWRプラントと同等】

分類
機能喪失を想定する

設計基準事故対処設備
対応
手段

第10.1表の
番号

系統
概要図

アニュラス空気浄化ファン＊１
アニュラス空気浄化フィルタユニット
アニュラス全量排気弁操作用可搬型窒素ガスボンベ
ホース・弁
排気筒
アニュラス空気浄化設備　ダクト・ダンパ・弁
圧縮空気設備（制御用圧縮空気設備）配管・弁
常設代替交流電源設備＊１
可搬型代替交流電源設備＊１
代替所内電気設備＊１

重
大
事
故
等
対
処
設
備

非常用交流電源設備＊１
非常用直流電源設備＊１

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張

）

可搬型アニュラス水素濃度計測ユニット
試料採取設備　配管・弁
ホース・弁
常設代替交流電源設備＊１
可搬型代替交流電源設備＊１
代替所内電気設備＊１

重
大
事
故
等
対
処
設
備

非常用交流電源設備＊１

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張

）

＊１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。

対処設備

水
素
排
出
に
よ
る
原
子
炉
建
屋
等
の
損
傷
防
止

－

ア
ニ

ュ
ラ
ス
空
気
浄
化
設
備
に
よ
る
水
素
排
出

①
②
③
④
⑤
⑦

第10.１図
第10.2図

ア
ニ

ュ
ラ
ス
部
の
水
素
濃
度
監
視

①
③
④
⑥
⑦

第10.3図
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第10.1図 ⽔素爆発による原⼦炉建屋等の損傷を防⽌する
ための設備 系統概要図

（1） アニュラス空気浄化設備による⽔素排出
（交流動⼒電源及び直流電源が健全である場合）
［53-14］

第10.2図 ⽔素爆発による原⼦炉建屋等の損傷を防⽌する
ための設備 系統概要図

（2） アニュラス空気浄化設備による⽔素排出
（全交流動⼒電源⼜は直流電源が喪失した場合）
［53-15］

凡例

凡例
手動弁

気密ダンパ

空気作動バタフライ
弁

空気作動ダンパ

電磁弁

ホース

カプラ

S

○対応⼿段及び重⼤事故等対処設備に係る系統概要図（1/2） 【先⾏PWRプラントと同等】
凡例

凡例
手動弁

気密ダンパ

空気作動バタフライ
弁

空気作動ダンパ

電磁弁

ホース

カプラ

S

Ａ－アニュラス
少量排気弁

Ｚ

１次冷却材ポンプ

加
圧
器

蒸気発生器

原子炉
容器

Ｂ－アニュラス
全量排気弁

ア
ニ
ュ
ラ
ス
部

原子炉格納容器

Ｂ－アニュラス
空気浄化ファンＨ

／
Ｆ

Ｃ
／
Ｆ

Ｈ
／
Ｆ

Ｅ
Ｈ
／
Ｃ

Ｂ－アニュラス空気浄化
フィルタユニット

Ｂ－アニュラス
排気ダンパ

制御用空気系

S

Ａ－アニュラス
全量排気弁 Ａ－アニュラス

空気浄化ファンＨ
／
Ｆ

Ｃ
／
Ｆ

Ｈ
／
Ｆ

Ｅ
Ｈ
／
Ｃ

Ａ－アニュラス空気浄化
フィルタユニット

制御用空気系

S

※

※

アニュラス全量排気弁
操作用可搬型

窒素ガスボンベ

減圧弁

Ｈ／Ｆ 微粒子フィルタ

Ｃ／Ｆ よう素フィルタ

ＥＨ／Ｃ 電気ヒータ

補
助
建
屋
排
気
系

試料採取室排気系

格納容器排気系

排気筒

制御用空気系

直流電源設備

試料採取室排気
隔離ダンパ

Ａ－アニュラス
戻りダンパ

Ｂ－アニュラス
戻りダンパ

Ａ－アニュラス
排気ダンパ

Ｂ－アニュラス
少量排気弁

Ａ－アニュラス
少量排気弁

Ｚ

１次冷却材ポンプ

加
圧
器

蒸気発生器

原子炉
容器

Ｂ－アニュラス
全量排気弁

ア
ニ
ュ
ラ
ス
部

原子炉格納容器

Ｂ－アニュラス
空気浄化ファンＨ

／
Ｆ

Ｃ
／
Ｆ

Ｈ
／
Ｆ

Ｅ
Ｈ
／
Ｃ

Ｂ－アニュラス空気浄化
フィルタユニット

Ｂ－アニュラス
排気ダンパ

Ａ－アニュラス
全量排気弁 Ａ－アニュラス

空気浄化ファンＨ
／
Ｆ

Ｃ
／
Ｆ

Ｈ
／
Ｆ

Ｅ
Ｈ
／
Ｃ

Ａ－アニュラス空気浄化
フィルタユニット

制御用空気系

S※

Ｈ／Ｆ 微粒子フィルタ

Ｃ／Ｆ よう素フィルタ

ＥＨ／Ｃ 電気ヒータ

補
助
建
屋
排
気
系

試料採取室排気系

格納容器排気系

排気筒

制御用空気系

試料採取室排気
隔離ダンパ

Ａ－アニュラス
戻りダンパ

Ｂ－アニュラス
戻りダンパ

Ａ－アニュラス
排気ダンパ

Ｂ－アニュラス
少量排気弁

制御用空気系

S

※

アニュラス全量排気弁
操作用可搬型
窒素ガスボンベ

減圧弁直流電源設備
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第10.3図 ⽔素爆発による原⼦炉建屋等の損傷を防⽌する
ための設備 系統概要図

（3） アニュラス部の⽔素濃度監視
［53-16］

凡例

ホース

手動弁

カプラ

信号系

○対応⼿段及び重⼤事故等対処設備に係る系統概要図（2/2） 【先⾏PWRプラントと同等】

可搬型アニュラス
水素濃度計測ユニット

ア
ニ
ュ
ラ
ス
部

原
子
炉
格
納
容
器

※１：常設代替交流電源設備から給電可能。

※１

AM設備
監視操作盤

中央制御室

指示計
（水素濃度）


